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役員定年規程（従来制度）

第１章　総　　則

（目的）
第１条　この規程は、株式会社○○（以下「会社」という）の常勤役員の定年について定めるものである。

（役員の定義）
第２条　この規程において役員とは、株主総会で選任された取締役および監査役をいう。

第２章　役員定年

（定年）
第３条　役員の定年は、原則として以下に定めるとおりとする。

　　　　　会　長　　　　72歳

　　　　　社　長　　　　70歳

　　　　　副社長　　　　67歳

　　　　　専　務　　　　65歳

　　　　　常　務　　　　65歳

　　　　　取締役　　　　63歳

　　　　　監査役　　　　65歳

２　前項の年齢は、その役位に在任できる上限を示したものであり、当然にその年齢まで留任するものではない。

（任期中の取扱い）
第４条　役員が、任期中に第３条に規定する年齢に達したときは、任期満了まで定年を延長する。

（退職役員の責務）
第５条　退職する役員は、業務の引継ぎを完全に行わなければならない。

２　退職する役員が会社に対して債務がある場合、退職時に完全に返済しなければならない。

第３章　定年後の処遇

（定年後の処遇）
第６条　退任する役員には、在任中の役位および功績などを考慮して、取締役会にはかり、「相談役」「顧問」などを委嘱する場合がある。

（相談役・顧問の任期）
第７条　相談役・顧問の任期は、原則として１年とする。

２　会社が必要と認めた場合には、前項にかかわらず、更新することができる。ただし、最長で３年間とする。

（報酬等）
第８条　相談役・顧問の報酬などの処遇については、取締役会で決定する。

（退職慰労金の支給）
第９条　役員が定年退職するときは、「役員退職慰労金規程」に基づいて、退職慰労金を支給する。

付　　則

（規程の改廃）
第１条　この規程の改廃は規程管理規程による。

（実施期日）
第２条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。































